【根保証用】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(契約　様式２)


特　　約　　書

平成　　年　　月　　日

株式会社○○銀行　御中

○○信用保証協会　御中

住　所

債務者　　　　　　　　　　　　　　　印

　債務者は、債務者が貴行との間で別に締結した銀行取引約定書の各条項を承認のうえ、債務者が貴行および貴協会との間で締結した平成　　年　　月　　日付け流動資産譲渡担保契約（以下「譲渡担保契約」という。）に付随して、貴行および貴協会に対し次のとおり約定し、この特約書を差し入れます。なお、以下の用語の意味は、譲渡担保契約に定めるとおりとします。

第１条（提出書類等の内容）

　債務者は、貴行および貴協会との間で行う譲渡担保契約「被担保債権の表示」記載の当座貸越取引および信用保証委託取引ならびに譲渡担保契約に関し現在および将来において貴行および貴協会に提出する一切の書類または報告する事項の内容が、いずれも真実であることを表明し、これを保証します。

第２条（秘密保持等）

　債務者は、この取引に関し、譲渡担保動産の評価または第三債務者に関する掛目その他の信用情報などを知ることがあっても、これを他に漏洩いたしません。また、債務者は、貴行および貴協会においてされた譲渡担保動産の評価または第三債務者に関し設定された掛目について、異議を述べないものとします。

第３条（回収金の処理）

　債務者は、譲渡担保契約に基づいて貴行または貴協会が譲渡担保動産および譲渡担保債権からの回収をした場合、貴行と貴協会の協議で定めるところに従って、貸越債権および求償債権の回収に充当されることに異議ありません。

第４条（新規貸越の停止等）

　貴行は、次の各号記載の事由が一つでも生じた場合には、債務者に対する新規の貸越を停止するとともに、「譲渡担保対象売掛先明細書」に記載された売掛金の回収口座および「棚卸資産売上代金入金口座届出書」に記載された口座にある預金の全部または一部を貴行の承諾なくして使用できないとする措置を採ることができるものとします。貴行がこの措置を採られた場合には、書面または口頭をもって、遅滞なくこの事実を債務者に通知するものとします。

１）債務者が貴行に差し入れた銀行取引約定書第５条記載の事由が生じたとき

２）債務者が１通でも手形もしくは小切手を不渡りとしたとき、または電子記録債権を支払不能としたとき
３）債務者が相当期間にわたり営業を休止し、または廃業したとき

４）譲渡担保流動資産報告書（譲渡担保流動資産報告書と同様の書類として貴行または貴協会が認めたものを含む。）の提出が遅延され、またはその記載事項に虚偽または虚偽のおそれがあることが判明したとき

５）譲渡担保債権につき返品等による著しい減額が生じることまたは期限に履行がなされないおそれがあることもしくはその他の瑕疵があることが判明したとき

６）譲渡担保動産につき不良在庫の増大、数量の著しい減少またはその他の瑕疵があることが判明したときもしくは保管場所を変更したとき

７）債務者が貴協会の保証による貸付をしている金融機関に対し負担する一切の債務について、その一部でも延滞したとき

８）債務者が貴協会の保証による貸付をしている金融機関に対し負担する債務を担保するため差し入れられた担保物につき、差押えまたは競売手続の開始があったとき

９）債務者が貴協会の保証による貸付をしている金融機関に割り引かれた手形もしくは担保として差し入れた手形が不渡りとなり、すみやかに買戻しまたは差替えができないとき、または債務者が貴協会の保証による貸付をしている金融機関に割り引かれた電子記録債権もしくは担保として差し入れた電子記録債権が支払不能となり、すみやかに買戻しまたは差替えができないとき
１０）譲渡担保契約のいずれかの条項に違反したとき

１１）この特約書第６条各号記載の事由が一つでも生じたとき

１２）その他貴行または貴協会において相当と認める事由が生じたとき

第５条（第三債務者宛て通知等）

債務者は、貴行において必要と認めた場合、譲渡担保契約第12条第１項または第２項に基づき、貴行が第三債務者に対し譲渡担保債権が譲渡されたこと等の通知を行うことにあらかじめ同意します。

第６条（期限の利益の喪失）

　　債務者は、貴行との間の銀行取引約定書第５条に規定されたもののほか、次の事由が生じたときも、貴行からの請求により貴行に対し負担する債務の全部または一部について期限の利益を喪失し、直ちにその債務を弁済します。

１）この特約書第１条で保証した事項に違背する事実があることが判明したとき、または第２条に違反したとき

２）譲渡担保契約のいずれかの条項に違反したとき

第７条（情報提供）

　　貴行または貴協会が相当と認めたときは、この契約に関して貴行または貴協会が知るに至った情報を債権管理回収業に関する特別措置法（平成１０年法律第１２６号）第２条第３項の規定に基づく債権回収会社に提供することに同意します。貴行または貴協会が債務者に対する債権を他に処分する場合に、その処分先となろうとする者に対してこれらの情報を提供する場合も同様とします。

以上
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